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平成 25 年２月１日 
各 位 
 

上場会社名 株式会社カワムラサイクル 

 （コード番号：7311 東証マザーズ） 

本社所在地 兵庫県神戸市西区上新地 3丁目 9番 1 

代 表 者 代 表 取 締 役 社 長 山 﨑 隆

問 合 せ 先 専務取締役管理本部長 浅 山 充 

 TEL（078）969-2800（代表） 
 
 

定款の一部変更及び全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ 

 

当社は、平成 25 年２月 26 日開催予定の当社の臨時株主総会（以下「本臨時株主総会」といい

ます。）に、種類株式発行に係る定款一部変更、全部取得条項に係る定款一部変更、及び全部取得

条項付普通株式（下記Ⅰ.１.（１）「変更の理由」の②において定義いたします。）の取得につい

て付議することを決議し、併せて、本臨時株主総会と同日に開催予定の当社普通株式を保有する

株主の皆様を構成員とする種類株主総会（以下「本種類株主総会」といいます。）に、全部取得条

項に係る定款一部変更について付議することを、本日付取締役会において決議いたしましたので、

下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

Ⅰ . 当社完全子会社化のための定款一部変更の件 

１．種類株式発行に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件－１」） 

（１）変更の理由 

平成 25 年１月 10 日付当社プレスリリース「支配株主であるマックス株式会社による当社

株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」にてお知らせいたしましたとおり、マッ

クス株式会社（以下「マックス」といいます。）は、平成 24 年 11 月 21 日から当社普通株式

に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）を行い、本公開買付けは平成 25

年１月９日に終了しております。本公開買付けの結果、マックスは、平成 25 年１月 17 日（本

公開買付けの決済開始日）をもって、当社普通株式 23,980 株（当社の総株主の議決権の数に

対する割合：93.77％）を保有するに至っております。 

当社とマックスは、平成 24 年 11 月 20 日付当社プレスリリース「支配株主であるマックス

株式会社による当社株式に対する公開買付けに関する意見表明のお知らせ」（以下「平成 24

年 11 月 20 日付当社プレスリリース」といいます。）においてご報告申し上げておりますとお

り、平成 24 年８月頃から、今後の介護・福祉並びにシニア市場での更なる事業成長並びに中

期的な収益基盤を確立していくための経営戦略と組織のあり方について、議論を重ねてまい

りました。その結果、当社が現在進めている、①独自性のある福祉機器の開発、②新規ＯＥ

Ｍ生産の契約獲得、③生産効率を向上させるための中国子会社の整備などの戦略は、いずれ

も中長期的には当社の収益性向上に資するものですが、短期的には、一時的な収益低下も予

想されるため、結果として証券市場から評価が得られず、一般の株主の皆様に対してマイナ

スの影響を及ぼす可能性があることから、これまで以上に当社とマックスが強固な相互協力

体制を構築するとともに、当社においては、過度に短期的な業績の変動に左右されることの

ない経営形態の下での、これらの戦略の策定と遂行、並びにこれらを機動的かつ柔軟に実現

するための意思決定を可能にする組織体制の実現が必要であるとの判断に至りました。かか
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る判断を踏まえ、これらを実現するための方策について検討・協議を重ねました結果、マッ

クスが当社を完全子会社化することが、最善の方策であるとの結論に至りました。 

一方、当社は、当社及びマックスから独立した第三者算定機関であるデロイト トーマツ フ

ァイナンシャルアドバイザリー株式会社より取得した株式価値算定書、当社及びマックスか

ら独立したリーガルアドバイザーである久保井総合法律事務所から得た法的助言、当社の支

配株主であるマックスと利害関係を有しない当社の社外監査役である平田稔氏（株式会社東

京証券取引所（以下「東証」といいます。）の規則に基づく独立役員として指定・届出されて

おります。）から取得した意見書その他の関連資料を踏まえ、本公開買付けに関する諸条件に

ついて慎重に検討した結果、当社がマックスの完全子会社となり、相互の経営資源を迅速か

つ効率的に活用できる体制を築くとともに、研究開発から生産、販売等に至る一連の業務全

体においてシナジー効果を追求することによって、当社が現在進めている戦略である、①独

自性のある福祉機器の開発、②新規ＯＥＭ生産の契約獲得、③生産効率を向上させるための

中国子会社の整備などを、更に推し進めることが可能になると考えられることから、本公開

買付けが当社の企業価値向上の観点において有益であり、本公開買付けにおける買付け等の

価格及び本公開買付けに係るその他の諸条件は妥当であり、本公開買付けは、当社の株主の

皆様に対して合理的な価格により当社株式の売却の機会を提供するものであると判断いたし

ました。 

以上の理由により、当社は、本臨時株主総会及び本種類株主総会において株主の皆様のご

承認をいただくことを条件として、マックスの完全子会社となるために、以下の①から③の

方法（以下、総称して「本完全子会社化手続」といいます。）を実施することといたしました。 

① 当社の定款の一部を変更して、下記（２）記載の定款変更案第５条の２に定める内容

のＡ種種類株式（以下「Ａ種種類株式」といいます。）を発行する旨の定めを設け、

当社を種類株式発行会社（会社法第２条第 13 号に定義するものをいいます。以下同

じです。）といたします。 

② 上記①による変更後の当社の定款の一部を更に変更して、当社の発行する全ての普通

株式に全部取得条項（会社法第 108 条第１項第７号に規定する事項についての定めを

いいます。以下同じです。）を付す旨の定めを新設いたします（全部取得条項が付さ

れた後の当社普通株式を、以下「全部取得条項付普通株式」といいます。）。なお、全

部取得条項付普通株式の内容として、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条

項付普通株式の全部（当社が保有する自己株式を除きます。以下同じです。）を取得

する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、Ａ種種類株式を 0.0006

株の割合をもって交付する旨の定めを設けるものといたします。 

③ 会社法第171条第１項並びに上記①及び②による変更後の当社の定款の規定に基づき、

株主総会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全部を取得し、当該

取得と引換えに、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主の皆様に対して、取得対

価として、その保有する全部取得条項付普通株式１株につきＡ種種類株式を 0.0006

株の割合をもって交付いたします。なお、マックス以外の各株主の皆様に対して取得

対価として交付されるＡ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

当社は、株主の皆様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる１株未満の端数につきまし

ては、その合計数（会社法第 234 条第１項の規定により、その合計数に１株に満たない端数

がある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234

条の定めに従って売却し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主の皆様

に交付いたします。 

かかる売却手続に関し、当社は、会社法第 234 条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を
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得てＡ種種類株式をマックスに売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式

の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、各株

主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 105,000 円（本公開買付けにおける１株

当たりの公開買付価格と同額）を乗じた金額に相当する金銭が各株主の皆様に対して交付さ

れるような価格に設定することを予定しておりますが、裁判所の許可が得られない場合や、

計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異なる場

合もあり得ます。 

 

「定款一部変更の件－１」は、本完全子会社化手続のうち上記①を実施するものです。 

会社法上、全部取得条項の付された株式は種類株式発行会社のみが発行できるものとされ

ていることから（会社法第 171 条第１項、第 108 条第１項第７号）、上記①は、当社普通株式

に全部取得条項を付す旨の定款変更である上記②を行う前提として、当社が種類株式発行会

社となるため、Ａ種種類株式を発行する旨の定めを新設するほか、所要の変更を行うもので

す。 

  

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更の件－１」に係る定款変更は、「定款

一部変更の件－１」に係る議案が本臨時株主総会において原案どおり承認可決された時点で、

その効力が生じるものといたします。 

 

 

（下線を付した部分は変更箇所を示します。） 

現行定款 定款変更案 

第２章 株式 

 

第２章 株式 

 

（発行可能株式総数） 

第５条 

当会社の発行可能株式総数は、80,000 株とす

る。 

（発行可能株式総数） 

第５条 

当会社の発行可能株式総数は、80,000 株と

し、発行可能種類株式総数は、それぞれ普通株

式は 79, 900 株、第５条の２に定める内容の株

式（以下「Ａ種種類株式」という。）は 100 株と

する。 

（新設） （Ａ種種類株式） 

第５条の２ 

当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種

種類株式を有する株主（以下「Ａ種株主」とい

う。）またはＡ種種類株式の登録株式質権者（以

下「Ａ種登録株式質権者」という。）に対し、普

通株式を有する株主（以下「普通株主」という。）

または普通株式の登録株式質権者（以下「普通

登録株式質権者」という。）に先立ち、Ａ種種類

株式１株につき１円（以下「Ａ種残余財産分配

額」という。）を支払う。Ａ種株主またはＡ種登

録株式質権者に対してＡ種残余財産分配額が分
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配された後、普通株主または普通登録株式質権

者に対して残余財産を分配する場合には、Ａ種

株主またはＡ種登録株式質権者は、Ａ種種類株

式１株当たり、普通株式１株当たりの残余財産

分配額と同額の残余財産の分配を受ける。 

 

第３章 株主総会 

 

第３章 株主総会 

 

（新設） （種類株主総会） 

第 14 条の２ 

第 10 条、第 11 条、第 13 条及び第 14 条の規

定は、種類株主総会にこれを準用する。 

２．第 12 条第１項の規定は、会社法第 324

条第１項の規定による種類株主総会の決議にこ

れを準用する。 

３．第 12 条第２項の規定は、会社法第 324

条第２項の規定による種類株主総会の決議にこ

れを準用する。 

 

２．全部取得条項に係る定款一部変更の件（「定款一部変更の件－２」） 

（１）変更の理由 

「定款一部変更の件－２」は、「定款一部変更の件－１」でご説明申し上げました本完全子

会社化手続のうち②を実施するものであり、「定款一部変更の件－１」による変更後の当社の

定款の一部を更に変更し、当社の発行する全ての普通株式に全部取得条項を付してこれを全

部取得条項付普通株式とする旨の定款の定めを新設するものです。また、全部取得条項付普

通株式の内容として、当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の全部を

取得する場合において、全部取得条項付普通株式１株と引換えに、「定款一部変更の件－１」

における定款変更に基づき新たに発行することが可能となるＡ種種類株式を 0.0006 株の割

合をもって交付する旨の定款の定めを設けるものです。 

かかる定款の定めに従って当社が株主総会の特別決議によって全部取得条項付普通株式の

全部を取得した場合には、上記のとおり、マックス以外の各株主の皆様に対して交付される

Ａ種種類株式の数は、１株未満の端数となる予定です。 

 

（２）変更の内容 

変更の内容は次のとおりです。なお、「定款一部変更の件－２」に係る定款変更は、本臨時

株主総会において「定款一部変更の件－１」及び「全部取得条項付普通株式の取得の件」に

係る議案がいずれも原案どおり承認可決されること、並びに本種類株主総会において「定款

一部変更の件－２」と同内容の議案「全部取得条項に係る定款一部変更の件」が原案どおり

承認可決されることを条件として、平成 25 年３月 29 日をもって、その効力が生じるものと

いたします。 

 

（下線を付した部分は変更箇所を示します。） 

「定款一部変更の件－１」による変更後の定款 定款変更案 

第２章 株式 第２章 株式 
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（新設） （全部取得条項） 

第５条の３ 

当会社は、当会社が発行する普通株式につい

て、株主総会の決議によってその全部を取得で

きるものとする。当会社が普通株式の全部を取

得する場合には、普通株式の取得と引換えに、

普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 0.0006

株の割合をもって交付する。 

 

 

Ⅱ . 全部取得条項付普通株式の取得の件 

１．全部取得条項付普通株式の全部を取得することを必要とする理由 

「定款一部変更の件－１」でご説明申し上げておりますとおり、当社は、当社がマックス

の完全子会社となり、相互の経営資源を迅速かつ効率的に活用できる体制を築くとともに、

研究開発から生産、販売等に至る一連の業務全体においてシナジー効果を追求することによ

って、当社が現在進めている戦略である、①独自性のある福祉機器の開発、②新規ＯＥＭ生

産の契約獲得、③生産効率を向上させるための中国子会社の整備などを、更に推し進めるこ

とが可能になると考えられることから、本公開買付けが当社の企業価値向上の観点において

有益であり、本公開買付けにおける買付け等の価格及び本公開買付けに係るその他の諸条件

は妥当であり、本公開買付けは、当社の株主の皆様に対して合理的な価格により当社株式の

売却の機会を提供するものであると判断し、本臨時株主総会及び本種類株主総会において株

主の皆様のご承認をいただくことを条件として、本完全子会社化手続を実施することにいた

しました。 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る議案は、「定款一部変更の件－１」において

ご説明申し上げました本完全子会社化手続のうち③を実施するものであり、会社法第 171 条

第１項並びに「定款一部変更の件－１」及び「定款一部変更の件－２」による変更後の当社

の定款の規定に基づき、株主総会の特別決議によって、当社が全部取得条項付普通株式の全

部を取得し、当該取得と引換えに、「定款一部変更の件－１」における定款変更に基づき新た

に発行することが可能となるＡ種種類株式を交付するものであります。 

上記取得が承認された場合、取得対価として、当社を除く全部取得条項付普通株式の株主

の皆様に対して、その保有する全部取得条項付普通株式１株につき、Ａ種種類株式を 0.0006

株の割合をもって交付するものといたします。当該交付がなされるＡ種種類株式の数は、上

記のとおり、マックス以外の各株主の皆様に対して当社が交付するＡ種種類株式の数が１株

未満の端数となるように設定されております。 

かかる株主の皆様に対するＡ種種類株式の交付の結果生じる１株未満の端数につきまして

は、その合計数（会社法第 234 条第１項の規定により、その合計数に１株に満たない端数が

ある場合には、当該端数は切り捨てられます。）に相当するＡ種種類株式を、会社法第 234 条

の定めに従って売却し、当該売却によって得られた代金をその端数に応じて各株主の皆様に

交付いたします。 

かかる売却手続に関し、当社は、会社法第 234 条第２項の規定に基づき、裁判所の許可を

得てＡ種種類株式をマックスに売却することを予定しております。この場合のＡ種種類株式

の売却価格につきましては、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、各株

主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に 105,000 円（本公開買付けにおける１株
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当たりの公開買付価格と同額）を乗じた金額に相当する金銭が各株主の皆様に対して交付さ

れるような価格に設定することを予定しておりますが、裁判所の許可が得られない場合や、

計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異なる場

合もあり得ます。 

 

２．全部取得条項付普通株式の取得の内容 

（１）全部取得条項付普通株式の取得と引換えに交付する取得対価及びその割当てに関する事項 

会社法第 171 条第１項並びに「定款一部変更の件－１」及び「定款一部変更の件－２」に

よる変更後の当社の定款の規定に基づき、下記（２）において定める取得日において、別途

定める基準日（取得日の前日を基準日とすることを予定しております。）の最終の当社の株主

名簿に記載又は記録された当社を除く全部取得条項付普通株式の株主の皆様に対して、その

保有する全部取得条項付普通株式１株と引換えに、Ａ種種類株式を 0.0006 株の割合をもって

交付いたします。 

（２）取得日 

平成 25 年３月 29 日 

（３）その他 

「全部取得条項付普通株式の取得の件」に係る全部取得条項付普通株式の取得は、本臨時

株主総会において「定款一部変更の件－１」及び「定款一部変更の件－２」に係る議案がい

ずれも原案どおり承認可決されること、本種類株主総会において「定款一部変更の件－２」

と同内容の議案「全部取得条項に係る定款一部変更の件」が原案どおり承認可決されること、

並びに「定款一部変更の件－２」に係る定款変更の効力が生じることを条件としてその効力

が生じるものといたします。 

なお、その他の必要事項につきましては、当社取締役会にご一任いただきたいと存じます。 

 

３．上場廃止の予定 

当社普通株式は、現在、東証マザーズに上場されておりますが、本臨時株主総会において

「定款一部変更の件－１」、「定款一部変更の件－２」及び「全部取得条項付普通株式の取得

の件」に係る議案が原案どおり承認可決され、本種類株主総会において「定款一部変更の件

－２」と同内容の議案「全部取得条項に係る定款一部変更の件」が原案どおり承認可決され

た場合には、当社普通株式は、東証の上場廃止基準に該当することとなりますので、平成 25

年２月 26 日から平成 25 年３月 25 日まで整理銘柄に指定された後、平成 25 年３月 26 日をも

って上場廃止となる予定です。上場廃止後は、当社普通株式を東証において取引することは

できません。 

 

 

Ⅲ . 本完全子会社化手続等の日程の概要（予定） 

 

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日設定公告 平成24年12月26日（水）

本臨時株主総会及び本種類株主総会基準日 平成 25 年１月 17 日（木）

本臨時株主総会及び本種類株主総会招集に関する取締役会決議 平成 25 年２月１日（金）

本臨時株主総会及び本種類株主総会開催日 平成 25 年２月 26 日（火）

種類株式発行に係る定款一部変更（「定款一部変更の件－１」）の効力

発生日 

平成 25 年２月 26 日（火）

当社普通株式の東証における整理銘柄への指定 平成 25 年２月 26 日（火）
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全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基準日設

定公告 

平成 25 年２月 27 日（水）

全部取得条項に係る定款一部変更（「定款一部変更の件－２」）の公告 平成 25 年２月 27 日（水）

当社普通株式の東証における売買最終日 平成 25 年３月 25 日（月）

当社普通株式の東証における上場廃止日 平成 25 年３月 26 日（火）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付に係る基準日 平成 25 年３月 28 日（木）

全部取得条項に係る定款一部変更（「定款一部変更の件－２」）の効力

発生日 

平成 25 年３月 29 日（金）

全部取得条項付普通株式の取得及びＡ種種類株式交付の効力発生日 平成 25 年３月 29 日（金）

 

 

Ⅳ . 支配株主との取引等に関する事項 

上記Ⅱ.の全部取得条項付普通株式の取得（以下「本件取得」といいます。）は、支配株主と

の取引等に該当します。当社は、平成 24 年６月 26 日に開示したコーポレートガバナンス報告

書の「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」に記載のと

おり、マックスとの取引については、一般取引と同様、公正かつ適正に行い、少数株主に不利

益を与えることがないよう、適切に対応し、金額的に重要性がある取引が発生する場合には、

取締役会で取引条件の妥当性を十分に審議の上、決議、承認することにしております。 

本件取得を行うに際しても、以下の対応を行っております。 

まず、マックスが当社を完全子会社化する取引の一環をなす本公開買付けの公正性を担保す

るための措置（公開買付価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措

置を含みます。）として、当社は、平成 24 年 11 月 20 日付当社プレスリリースの２.（３）「買

付け等の価格の公正性を担保するための措置及び利益相反を回避するための措置等本公開買

付けの公正性を担保するための措置」に記載のとおりの措置を講じております。この点、当社

は、平成 24 年 11 月 20 日付当社プレスリリースの２．（３）③「当社における支配株主との間

に利害関係を有しない者による、上場会社又はその子会社等による決定が少数株主にとって不

利益なものでないことに関する意見の入手」に記載のとおり、当社の支配株主であるマックス

と利害関係を有しない当社の社外監査役である平田稔氏から、平成 24 年 11 月 19 日付で、（ⅰ）

本公開買付け及びその後の一連の本完全子会社化手続き（以下「本取引」といいます。）は、

当社の企業価値の向上を目的として行われるものであって本取引の目的は正当であり、（ⅱ）

本取引に係る意思決定過程の手続は公正であり、（ⅲ）本取引により少数株主に交付される対

価も公正な価格であると認められる一方、（ⅳ）本取引において少数株主を不当に害する可能

性のある事項は特段認められないことから、本公開買付けを含む本取引に関する当社の決定が

当社の少数株主にとって不利益なものでないと判断する旨を内容とする当社取締役会宛の意

見書を入手しております。 

また、当社は、本件取得の公正性を担保するために、上記Ⅱ.１．「全部取得条項付普通株式

の全部を取得することを必要とする理由」に記載のとおり、Ａ種種類株式をマックスに売却す

ることによって得られた金銭をその端数に応じて各株主の皆様に交付する際に、各株主の皆様

に交付される金銭の額について、必要となる裁判所の許可が予定どおり得られた場合には、各

株主の皆様が保有する全部取得条項付普通株式の数に本公開買付けにおける１株当たりの公

開買付価格と同額である 105,000 円を乗じた金額に相当する金銭が各株主の皆様に対して交

付されるような価格に設定することを予定しております（但し、裁判所の許可が得られない場

合や、計算上の端数調整が必要な場合等においては、実際に交付される金額が上記金額と異な

る場合もあり得ます。）。 
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更に、当社の取締役のうちマックスの元従業員である山﨑隆氏、並びにマックスの執行役員

を兼務している藤岡龍司氏及び角芳尋氏は、利益相反の疑いを回避する観点から、本日付の本

件取得の実施に関する当社取締役会の審議及び決議に参加しておりません。当該取締役会にお

ける当該議案については、上記３名を除いた当社の取締役全員が審議及び決議に参加し、参加

した取締役の全員一致で決議を行っております。また、当社の監査役のうちマックスの従業員

を兼務している小山芳男氏、及びマックスの執行役員を兼務している浅見泰氏についても、利

益相反の疑いを回避する観点から、当該取締役会における本件取得の実施に係る議案の審議に

は参加しておりません。なお、当該取締役会における当該議案については、上記２名を除いた

当社の監査役全員が審議に参加し、いずれの監査役も当社の取締役会が上記決議を行うことに

つき異議がない旨の意見を述べております。かかる取締役会決議の方法その他の本件取得の手

続に関しては、当社のリーガルアドバイザーである久保井総合法律事務所の法的助言を受けて

おります。 

当社取締役会は、以上を踏まえ、本件取得は、少数株主にとって不利益なものではないと判

断しており、上記「支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針」

にも適合するものと考えております。 

なお、上記のとおり、当社は本公開買付けに対する意見の表明に先立ち、本公開買付け後に

本件取得が行われる予定であることを前提に当社の社外監査役である平田稔氏から上記意見

書を入手しておりますので、本件取得に際し、支配株主との間に利害関係を有しない者からの

意見を改めて入手しておりません。 

 

以 上 

 


